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はじめに

現代社会には、あらゆる世代にとって生きが
いや学びがいのある豊かな生涯学習環境を構築
し、広く大学開放の事業を展開していく使命を
果たす責任が課せられています。この理念のも
と、富山大学地域連携推進機構生涯学習部門は、
1996 年、旧富山大学に文部省令施設富山大学
生涯学習教育研究センターが発足して以来一貫
して、（途中、2005 年 10 月に富山県内国立３
大学統合を機に現在の名称に変わりはしました
が、）教養講座・体験講座・外国語や情報スキ
ル講座などを開講し、大学開放事業の拠点組織
としての役割を 17 年間担ってきました。
2014 年 4 月の総務省発表によれば、超高齢
社会７年目にして早くも国内の人口に占める
65 歳以上の割合が初めて 4分の 1 を超えたと
いう。政治・経済・国際関係を含め、日本社会
は驚くほど急速に変貌しつつあります。2011
年東北地方太平洋沖地震・津波による巨大災害
からの復興はまだ兆しさえも覚つかない状況に
加えて、関東以西の東海道・南海道地帯もまた
巨大海溝型地震・津波の脅威が政府からも指摘
されています。こうしたなか、地域社会におけ
る大学の役割として、安全で安心な社会の構築

という極めて具体的な課題を中心に地方社会へ
の貢献が、以前にも増して強く求められていま
す。
こうした喫緊の要請にも対応すべく、当部門
では、通常の公開講座・オープンクラス等の経
常業務を着実に推進することに加えて、受講生
オープンサロンや生涯学習部門のフェイスブッ
クの開設、将来構想立案などを行いました。当
部門の今後 10 年に向けた構想では、大学開放
事業の基本は堅持しつつ、協力教員による部門
の主体的力量強化や、正規学生のキャリアアッ
プ教育や社会人の学びなおし、ボランティア人
材育成、公民館支援を含む知（地）の拠点事業
（大学CoC）などの取組を掲げています。
今回刊行する年報第 16 巻では、緊縮財政で
体験型講座の縮小を余儀なくされつつも中期計
画に掲げた業績レベルを維持しつつ奮闘してい
る生涯学習部門の実情をご覧ください。その上
で、ユニークな公開講座、さらには地域ジャー
ナリズムや防災まちづくり、ジオパーク活動
等々、生涯学習部門を中核とした地域貢献の新
しいスタイルについてご意見・ご提案をいただ
ければ望外の喜びです。
皆さまには、生涯学習を通じて地域連携と大
学開放を推進する当部門へのご理解とご支援を
よろしくお願いいたします。

富山大学地域連携推進機構生涯学習部門における
2013 年度の実施事業について
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要旨：富山大学地域連携推進機構生涯学習部門において 2013 年度に実施した事業の概要を報告
する。公開講座の開設数は 74 講座、オープン ･クラスの公開科目数は 726 科目であった。
2013 年度取組んだ将来構想作業についても簡単に触れる。
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１．生涯学習事業

①　公開講座

本学は数多くの公開講座を実施しています。

この事業は、本部門に設置された全学的な公開

講座専門委員会で企画が審議・承認され、スタッ

フの大学開放に対する深い理解・協力のもとで

実現されています。

ジャンルごとの開講数でみると、教養講座で

16 コース、語学講座で 27 コース、体験講座で

31 コース、計 74 コースが企画されました。そ

れぞれの受講者数（修了者数）をみると、教養

講座で 104 名、語学講座で 259 名、体験講座で

260 名、合計 623 名になり、前年度よりも 272

名の減少となりました。このことについて当部

門では、財政上の理由から、従来行っていた新

聞へのチラシの折込みが実施できず、広報が行

き届かなかったことが受講者数減少の最大の原

因と分析しています。

本学の公開講座は、一般市民の学習ニーズと

うまくかみ合った企画であることから、多くの

講座が例年恒例の形で（微調整・ヴァージョン

アップも伴いながら）実施されます。語学では、

初級から中級にステップアップする講座が開設

されています。他方では新しいタイプの講座も

生まれます。2013 年度は次のような多岐にわ

たる講座が新しく企画されました。

・バリアフリーを見つめ直す

・テオフィル・ゴーティエの小説をフランス

語で読む

・HTML5 と JavaScript による楽しいプログ

ラミング

・正月用寄植盆栽作り

・幹細胞と生活習慣病

・「徒然草」を読みながら、変体仮名に親し

もう　他

極めて多彩なジャンル・レベル設定を備えた

講座の数々について、ここで詳細に述べつくす

ことはできません。しかし、多くの一般市民が

受講していることや、本年報収録の受講生アン

ケートの結果をみると、大学の知的資源を地域

社会に還元するという目的はおおむね達成でき

ていると評価できます。

②　オープン・クラス

オープン・クラスは、正規学生に対する授業

を一般市民に開放する取組みです。

2013 年度のオープン・クラス利用は、受講

希望者が延べ 345 人（前期 199 人、後期 146 人）、

試聴等を経て実際に受講した者は延べ 281 人

（前期 159 人、後期 122 人）にのぼりました。

開放科目数は前年度 864 科目から 2013 年度

726 科目となり、延受講者数も前年度より 20

名程度の減少でここ数年下がり続けています。

③　講師等紹介

本部門では学外からの講演会・研修会等のた

めの講師派遣依頼に応じて、本学教員の紹介を

おこなっています。講師の選定とともに、企画

段階でも学習（研修）プログラム作成に協力し

ており、2013 年度は、本部門において、約 35

件の講師等の紹介を行いました。

なお、講師等紹介には本部門を経由せず、各

学部に申し入れて実施されているケースもある
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ことをお断りしておきます。

④　サテライト公開講座

2013 年度も 8 講座が開講され、総計 530 名

の参加者が集まり、大変盛況でした。

⑤　その他の講座・イベント

・コラボフェスタ 2013

2013 年 9 月 12 日（木）、富山大学五福キャ

ンパス内においてコラボフェスタ 2013 を開

催しました。当部門は実行委員会に参加し、

第 1部のシンポジウム「高齢社会への挑戦」

では、生涯学習の視点から前富山県民生涯学

習カレッジ学長が発言しました。第3部では、

ポスター「地域の生涯学習推進に向けて、中

核・拠点的役割を目指す」を展示し、参加者

と意見交換を行いました。

・ ワークショップ

2013 年 11 月 2 日（土）、富山県民会館に

おいて「おとなの学びをワークショップで語

ろう！〜新しい公開講座を考える〜」を開催

しました。グループワークのなかで、「横の

つながり」「ステップアップ」「ボランティア

の活用」など、今後に向けての指針が与えら

れました。

・まちなかセミナー

2013 年 10 月 12 日（土）、北陸地区４国立

大学連携のまちなかセミナーを開催しまし

た。富山・石川・福井の各会場に相互に講師

を派遣し合う取組みです。2013 年度も、各

会場でコーディネーターを採用し好評でし

た。富山会場は「脳・精神の病気ってどん

なもの？―どうやって治すの？予防できる

の？」と題して福井大・金沢大から講師を迎

え、137 名の受講者がありました。富山大か

らも福井・石川各地に講師として本学教員を

紹介しました。
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２．学外との連携

①　平成 25 年度生涯学習推進懇話会

2014 年 2 月 28 日（金）、多岐にわたる本部

門の事業の成果や改善すべき点を把握するた

め、第２回生涯学習推進懇話会を開催しました。

なお、1999 年度開催の第１回大学開放推進懇

話会からの通算では 15 回を数えます。

②　全国協議会

2013 年 9 月 24 日（火）〜 25 日（水）にかけて、

第 35 回全国国立大学生涯学習系センター研究

協議会において、意見交換を行いました。2013

年度の当番大学は鹿児島大学が担当しました。

③　北陸地区大学間連携

2014 年 1 月 30 日（木）に金沢大学サテライ

トプラザ（於金沢市）において、富山大、金沢

大、北陸先端科学技術大学院大、福井大の各大

学スタッフによる専門委員会が開催され、2013

年度まちなかセミナーの反省・次年度の企画に

ついて意見交換がなされました。

３．広報・出版活動

①　チラシによる広告

オープン・クラス、サテライト公開講座につ

いて、新聞へのチラシの折込みを実施しまし

た。また、富山市、高岡市を中心にした地域で、

各種学習施設や公民館等に配布依頼を行いまし

た。

このほか、DMの形でパンフレットを郵送し、

また各地でチラシ、ポスターの配布を行いまし

た。その他の事業についても、事前に募集案内

を作成し、県民カレッジや各地の公民館等に配

布しました。

②出版物

・公開講座、オープン・クラス、サテライト

講座チラシ及びポスター

・オープン・クラス募集要項

・「生涯学習部門年報」第 16 巻

③ Web やメールを利用した広報活動

・センターニュース「生涯学習の窓」31 号

・メールマガジン

メールマガジンは、おおよそ 450 人に対し

月１回のペースで発信し、71 号を数えました。

また、大学開放に関する情報発信として随時

Web サイトを更新するとともに、かねてから

の課題であったフェイスブックの開設を行いま

した。




